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新型コロナウィルス感染拡大の影響を受けた業界及び企業の経営支援を目的として、中国当局は 1 月以

来、一連の支援政策を打出しています。業種別の主な支援内容は以下の通りです。 
 

※：対象範囲は、国家発展改革委員会、工業情報化部が決定する。（例：マスク、消毒液、医薬品関連メーカーまたはその

原材料や機械メーカー等） 

以上 

内容 関連通達 

●金融関連 

 防疫重点保障企業(※)や被害度合いの高い零細企業に対し、無担保での資金支援を推奨する。 

 防疫重点保障企業への優遇金利による資金支援を強化する。中央政府が貸付実行金利の 50%を補

助する（補助期間：1 年間）。 

 経営状況が悪化している零細企業または個人経営者に対し、金利優遇、返済猶予などを通じて積

極的に支援する。 

 2020 年 1 月 25 日以降期日到来となる貸付について、被害状況などに応じ、ロールオーバー等の

方法により元本・金利の返済期日延長を認める。元本の返済期日は最長で 2020 年 6 月 30 日まで

とする。なお、被害状況など一定の条件を満たす場合においては、期日について個別に相談可。 

・財金［2020］3 号 

・財金［2020］5 号 

・銀保監弁発

［2020］15 号 

・銀保監発［2020］

6 号 

●税務関連 

 防疫重点保障企業（製造業）が生産能力拡大のために購入する設備について、その費用を一括し

て損金算入することを認める。 

 防疫重点保障企業（製造業）は、税務局に対して、月次で増値税（中国語：増値税増量留抵税

額）の還付を申請することができる。 

 防疫重点保障物資の輸送に関する増値税を免税する。 

 大きな影響を受けた物流業、飲食業、宿泊業、旅行業について、2020 年度に発生する欠損の繰

越最大年数を 5 年から 8 年に延長する（要件：主要業務収入＞収益総額の 50%）。 

 公共交通・運送サービス、生活サービスおよび住民の生活用品の配達サービスによる所得につい

て、増値税を免除する。 

・財政部 税務総局

公告 2020 年第 8 号 

・国家税務総局公告

2020 年第 4 号 

●社会保険関連 

 2 月以降、「三項社会保険」（養老、失業、労災）の企業負担分について、中小・零細企業の場

合は免除（5 ヵ月間）、大型企業の場合は、半額免除する（3 ヵ月間）。湖北省企業については

規模を問わず、「三項社会保険」の企業負担分を免除する（5 ヵ月間）。 

 影響が深刻な企業は、社会保険料の支払猶予を申請することができる。猶予期間は原則として 6

カ月内で、猶予期間中は延滞金を徴収しない。 

・人社部発［2020］

11 号 


